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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、モザンビーク共和国と締結した討議議事録（R/D）に基づき、2011

年1月より技術協力「ザンベジア州ナンテ地区稲作生産性向上のための技術改善プロジェクト」を

4年間の計画で実施しています。 

今般、本プロジェクトの中間地点を迎えたことを受け、協力期間前半における実績の確認、計

画に対する達成度の検証、評価5項目の観点からの評価を行うとともに、プロジェクト後半の行動

計画について検討することを目的として、2013年1月12日から2月3日の間、当機構農村開発部次長

岩谷寛を団長とする中間レビュー調査団を現地に派遣し、プロジェクト活動の評価を行いました。 

本報告書は、同調査団によるモザンビーク共和国政府関係者等との協議及びレビュー結果など

を取りまとめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されることを

願うものです。 

最後に、本レビュー調査にご協力いただいた内外の関係者各位に対し、心からの感謝の意を表

します。 

 

平成25年7月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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女性による圃場整備作業 田植え準備の様子 

  

実証圃場における在来種の栽培試験 プロジェクトにより整備された導水路 

  

灌漑ポンプ設置小屋 

(川側からの浸食により床下が空洞化) 
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評価調査結果要約表（中間レビュー） 
 

１．案件の概要 

国名：モザンビーク共和国 案件名：ザンベジア州ナンテ地区稲作生産性向上のた

めの技術改善プロジェクト 

分野：農業 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部乾燥畑作地帯課 協力金額（評価時点）：4.2億円（JICA予算ベース） 

協力期間 2011年1月～2015年1月 先方実施機関：農業省農業サービス局（DNSA）、ザン

ベジア州農業局（DPA Zambezia）、マガンジャ・ダ・

コスタ郡経済活動事務所（SDAE Maganja da Costa）

日本側協力機関：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

モザンビーク共和国（以下、「モザンビーク」国と記す）は、人口2,037万人（2007年、統計局）、

国土80万km2（農地：18万km2）を有し、農業はGDPの約2割、全就業人口の約8割を占めるモザ

ンビーク国の基幹産業である。コメはメイズに次ぐ主要作物であり、生産面積は20.4万ha、生産

量は24万t（2009年、平均収量1.27t/ha）である。近年コメの消費量が年間約55万tと増加する一方

で、30万t以上のコメを輸入しており、著しく低いコメの自給率向上が急務となっている。 

こうした状況を受け、モザンビーク国政府は、国内のコメ生産量の約半数を産出する稲作地

帯であるザンベジア州のポテンシャルを活用すべく、わが国及び熱帯での稲作栽培技術の経験

を豊富に有するベトナム国に対し同州ナンテ地区のインタボ灌漑区において、対象地域に適し

た灌漑稲作技術パッケージの開発・展示・普及と、インタボ灌漑区の灌漑施設維持管理能力を

向上させ対象地域におけるコメの生産性及び生産量の向上を図るための支援を要請した。 

わが国及びベトナム国政府はこれに対し、プロジェクト全体のマネジメント、及び機材など

についてはわが国が、稲作栽培技術にかかる点についてはベトナム国が専門家を派遣し、モザ

ンビーク国を三角協力により支援することで合意し、モザンビーク国農業省をカウンターパー

トとする「ザンベジア州ナンテ地区稲作生産性向上のための技術改善プロジェクト」（以下、プ

ロジェクト）が2011年1月から開始された。 

 

１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 

ザンベジア州マガンジャ・ダ・コスタ郡ナンテ地区の稲作の生産性と生産量が増加する。

 

 （2）プロジェクト目標 

灌漑稲作技術の改良によってインタボ灌漑スキームの生産性と生産量が増加する。 

 

 （3）成果 

1 改良灌漑稲作技術パッケージが開発される。 

2 インタボ灌漑スキームにおいて、水利組合の灌漑施設の操作・維持管理と営農支援活動

に係る能力が改善される。 
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3 改良灌漑稲作技術がインタボ灌漑スキームで普及される。 

 

 （4）投入（中間レビュー時点） 

（日本・ベトナム側） 

専門家：日本人専門家1名（チーフアドバイザー）、ベトナム人専門家4名（稲作栽培、種

子生産、灌漑、通訳）を派遣。 

研修：2011年8月に本邦研修（1名）、2012年9月にベトナム研修（2名）を実施。 

供与機材：耕運機、灌漑ポンプ、試験用の籾摺機・精米機、パソコン等の事務機器など。

現地業務費：労賃、建設資材費、ローカルコンサルタント契約費、車両維持費、通信費

など。 

（モザンビーク側） 

カウンターパート：11名（DNSA、DPA、SDAE） 

プロジェクト事務所と専門家宿舎の建設と提供（マガンジャ・ダ・コスタ） 

 

 （5）裨益対象者及び規模等 

ザンベジア州マガンジャ・ダ・コスタ郡ナンテ地区インタボ灌漑スキーム 

（稲作面積：実測約270ha） 

農民約1,325戸、DPA技師及びSDAE普及員 

 

２．レビュー調査団の概要 

調査団 （日本・ベトナム側） 

担当分野 氏 名 所 属 

総 括 岩谷 寛 JICA農村開発部計画・調整 次長 

灌漑稲作 富髙 元徳 JICA国際協力専門員 

南南協力1 宇井 望 JICAベトナム事務所 所員 

南南協力2 Mr. Nguyen Ba Suong ハノイ市農業農村開発局 

計画管理 渡辺 広毅 JICA農村開発部乾燥畑作地帯課 

評価分析 奥田 浩之 合同会社 適材適所 コンサルタント

（モザンビーク側） 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 Mr. Daniel Manuel Maduma 農業省農業サービス局 

 Mr. Braz Edward Anselmo ザンベジア州農業局 

 Mr. Carlos Nedson ザンベジア州農業局 

調査日程 2013年1月13日～2月3日 調査種類：中間レビュー 
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３．進捗の確認 

３－１ 成果達成状況の確認 

 （1）成果1 

2011年5月にベースライン調査が実施された。2011年12月～2012年6月の作期では、パイ

ロット圃場において、品種ITA312を対象に栽植密度や施肥量に関する試験、また水稲7品種

（Chupa、Caga、Mocuba、ITA312、C4-63、Limpopo、Macassane）の栽培比較試験が実施さ

れた。さらに、次作期試験用に、優良品種であるLimpopo、Chupaの純系穂が選抜された。

 

 （2）成果2 

老朽化した灌漑施設の修復・改善、具体的には沼地化した導水路の修復工事（35,000個の

レンガによる導水路のライニング）、リクング川洪水予防堤防の護岸工事（修復3km及び新

築2km）、スキーム内アクセス道路用橋等の構造物（橋や用排水路）の修復が農民参加型で

行われた。また、新しい電動灌漑ポンプが2013年1月に調達された。さらに、本プロジェク

トによる研修や栽培指導をとおして水利組合の能力強化も進んでおり、水利組合の総会が

これまで2回開催された。 

 

 （3）成果3 

郡経済活動事務所（District Services of Economic Activities：SDAE）普及員や専門家により、

改良技術（種子の浸漬・催芽、苗床準備、畦づくり、圃場均平、田植え、灌漑施設管理な

ど）に関する研修やセミナーが実施され、ポルトガル語による資料も作成された。また、

他郡の関係者、州レベル農家やNGOも参加して、一般公開向けのワークショップが2011年5

月、2012年4月の2回開催され、プロジェクト情報や2011、2012年作期のプロジェクトの成

果が共有された。 

 

３－２ プロジェクト目標の達成に向けた進捗 

・ PDM（Project Design Matrix）では、プロジェクト目標と各成果において、プロジェクト終

了時に達成度を測るための指標が設定されている。現時点における進捗では、既に達成さ

れた指標もあり（指標1-1：パイロット圃場での平均収量の増加）、その他の指標についても、

確実とはいえないものの引き続き達成に向けた進展が見込まれる。（指標2-1：農家の水利組

合への満足度、指標3-3：農家による新たな技術の採用程度など）。 

・ 各指標については、現在のPDMでは一定の幅をもって提示されていることから、明瞭で分

かりやすい指標設定になっているとはいえない。 

 

３－３ プロジェクトの実施プロセス 

 日本、ベトナム・モザンビーク三国の「三角協力」（南南協力）による実施であり、日本がプ

ロジェクト管理（チーフアドバイザー、業務調整員の派遣）と供与機材・現地業務費を提供し、

ベトナムが技術サービス（技術専門家の派遣）を担当している。プロジェクト実施については、

JICAとモザンビーク農業省との間のR/D署名（2010年11月2日）に続き、JICAとハノイ市農業農

村開発局（Department of Hanoi Agriculture and Rural Development：DARD）との間でM/M（2010
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年12月24日）が署名されている。 

 

４．5 項目評価の概要 

４－１ 妥当性 

 プロジェクトの妥当性は高い。 

2011年5月に承認された農業開発戦略計画（Plano Estrategico de Desenvolvimento do Sector 

Agrario：PEDSA）では農業生産性の向上が第一に掲げられ、国家灌漑院（Instituto Nacional de 

Irrigação：INIR）が2012年5月に設立されるなど、モザンビークにとって灌漑農業の推進は優

先度が高い。またプロジェクトは、アフリカ稲作振興のための共同体（Coalition for African Rice 

Development：CARD）のもと策定中のモザンビーク国家稲作振興戦略（National Rice 

Development Strategy：NRDS）実施にも貢献することから、プロジェクトの妥当性の高さは開

始当初より変わっていない。 

 

４－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は高い。 

プロジェクトの3つの成果は、プロジェクト目標を達成するために必要なコンポーネントで

あり、これら成果とプロジェクト目標の関係は明確である。プロジェクト実施の前提条件と

してPDMに掲載されている「灌漑ポンプが稼働し灌漑水（設備）が利用できること」につい

ては、その条件が整っていなかったことから、成果2においてプロジェクト活動として取り組

んでいる状況である。そうしたなかにあって、プロジェクト活動は各成果レベルで着実に進

展しており、プロジェクト期間内での目標達成を見込んでいる。 

 

４－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は中程度である。 

日本人・ベトナム人専門家の貢献については高い評価の声が聞かれ、また言葉の違いはあ

るものの、専門家間及びカウンターパート間のコミュニケーションは良好である。モザンビ

ーク政府からは専門家宿舎や事務所の建設など、プロジェクト立ち上げ時に多大な支援があ

った。その一方で、業務調整員が2012年3月から不在の状況が続き、またモザンビーク側カウ

ンターパートの人数が少ない（DPA 4名、SDAE 3名）ことによる問題が指摘された。 

 

４－４ インパクト 

プロジェクトのインパクトは、現時点ではまだ低い。 

上位目標（ナンテ地区全体の稲作の生産性向上）の達成に向けた進捗といった期待される

インパクトについては、中間レビュー調査時点ではまだ発現していない。なお、毎年1月～2

月のリクング川増水期にはコミュニティが洪水被害を受けていたが、2012年にプロジェクトが

実施したリクング川護岸工事により、2013年1月の増水時には洪水を防ぐことができている。
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４－５ 持続性 

現中間レビュー調査時点では、まだ見込みを評価する段階には至っていない。 

農家やカウンターパート機関の現時点での技術的・人材的なキャパシティは限られており、

財政的にも限界があることから、プロジェクト関係者の間では、特に2015年1月プロジェクト

終了後の改良技術の維持・展開が大きな課題であると広く認識されている。 

 

４－６ プロジェクトの効果発現を促進・阻害した主な要因 

 （1）促進要因：厳しい環境のなかで着実にプロジェクトの成果を出しつつある日本人・ベト

ナム人専門家の努力は著しい。 

 

 （2）阻害要因：洪水による灌漑スキームの湛水や故障した灌漑ポンプなどにより灌漑稲作の

前提である水管理が不可能であったことから、プロジェクトはまずこの前提条件の整備か

ら取り組む必要があった。 

 

５．評価結果の要約 

５－１ 結論 

 プロジェクトは、PEDSAを中心とするモザンビーク農業セクターの開発政策に合致している

だけでなく、CARDといった国際的な取り組みとも整合しており、その妥当性は高い。プロジェ

クトは適切に組み立てられ、灌漑施設の修復・改善を進めつつ各成果レベルで着実に進展して

いることから、その有効性も高い。プロジェクトの効率性は中程度と判断されたが、これは業

務調整員が2012年3月から不在の状況が続き、またモザンビーク側カウンターパートの人数が少

ないことによる問題が指摘されたためである。上位目標の達成に向けた進捗など、期待される

正のインパクトについては中間レビュー調査時点ではまだ低い。プロジェクトの持続性の見込

みは本中間レビューの時点ではまだ評価する段階には至っていないが、活動の持続性について

は、プロジェクト後半において取り組むべき重要課題の1つであると広く認識されている。 

 

５－２ 提言 

 （1）PDMの変更 

現行のPDMについて、これまでの実績に基づき、指標の変更、幅の統一を行い、また研

修の対象となる農家数の根拠や灌漑稲作面積をPDM欄外に明記し、PDM修正案を提案した。

 

 （2）灌漑ポンプの運営・維持管理 

2012年6月に開催された合同調整委員会（JCC）における決定に基づき、プロジェクトが

新規購入した灌漑ポンプは、現在設置のための最終段階にある。当ポンプ設置による安定

した灌漑水の供給は、プロジェクト対象地域における灌漑稲作の前提条件であり、2012年7

月にSDAE、水利組合、プロジェクト間で結ばれた運営・維持管理に係る合意文書の順守が

必要である。 
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 （3）水利組合の能力強化 

プロジェクトが新規購入した灌漑ポンプの適切な運営・維持管理には、その中心となる

水利組合の能力強化が不可欠である。そのため、年間灌漑計画策定や適切な水管理に係る

研修実施など、水利組合の能力のより一層の強化が求められる。 

 

 （4）実施機関カウンターパート（SDAE普及員）の関与 

プロジェクト実施中及び終了後における改良灌漑稲作技術の普及は、主にSDAE普及員と

リーダー農家に期待される役割である。そのため、過去のJCCにおいてもプロジェクトでは、

SDAE普及員の体制強化（増員、空席の補充など）を繰り返し要請してきた。しかし、根本

的な改善を短期間で見込むことは現実的には難しく、またプロジェクト側からは普及員に

求められるのは人数ではなく、訪問頻度やコミットメントであることが示された。そのた

め、現在インタボ灌漑地区を担当している2名の普及員をインタボ灌漑地区の専任とするこ

とが望ましい。 

 

 （5）改良灌漑稲作技術の普及 

プロジェクト関係者の継続的な活動により、実験圃場における平均収量は既に目標とな

る3.5t/haを達成している。今後の課題は、実験圃場からインタボ灌漑地区へどのように普及

していくかである。プロジェクトは、既に水利組合により選定されたリーダー農家が運営

する展示圃場を通した普及活動を開始している。また、「農業技術移転総合プログラム」

（Programa Integrado de Transferencia de Technologias Agrarias：PITTA）によりSDAE普及員2

名の展示圃場（2ha）もある。今後の改良灌漑稲作技術の普及のため、リーダー農家、普及

員官に対するより一層の支援、及び綿密なコミュニケーションが求められる。 

 

 （6）州農業局（Direcçâo Provincial de Agricultura：DPA）主導によるプロジェクト成果の普及

プロジェクトの知見は、「灌漑稲作マニュアル」や「灌漑施設維持管理技術マニュアル」

へ集約される。農業省は、改良灌漑稲作技術のプロジェクト対象地域外への普及を強く望

んでおり、2011年7月10日に開催された第2回JCCにおいては、プロジェクト成果をザンベジ

ア州全体に普及するため、DPA主導によるカウンターパート活動を強化することが確認され

た。また、オランダORIOなどインタボ灌漑地区近隣への灌漑稲作に対する投資計画も存在

することから、PDAの強いリーダーシップによるプロジェクト成果普及が求められる。 

 

 （7）他イニシアティブとの連携強化 

モザンビーク国における国家農業セクター包括戦略であるPEDSAは、農業生産性向上に

高い優先度を与えている。また、PEDSA実施のための投資計画である「農業セクター国家

投資プログラム」（Programa Nacional de Investimento do Sector Agrario：PNISA）も策定され

た。DNSAが世界銀行支援により実施中の「持続的灌漑開発プロジェクト」（ProIRRI）は、

この枠組みのなかに位置づけられ、日本政府もPHRD基金より一部拠出している。ザンベジ

ア州はProIRRI対象地域の1つであることから、本プロジェクトとProIRRIの連携（特に機械

化、市場アクセス、水利組合に対する能力強化など）をDNSA及びDPA主導で進めて行くこ
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とが望ましい。 

 

 （8）改良灌漑稲作技術導入にかかるコスト 

プロジェクトが開発した改良灌漑稲作技術がインタボ灌漑地区に普及するか否かは、農

民が経済的利益を得ることができるかによる。プロジェクトは、改良稲作技術パッケージ

の段階ごとに導入にかかるコストを計算し、（圃場整備、施肥、除草、水管理、収穫など）、

また収穫米のうち、自給用を除いた販売米の市場、価格などについて調査することが求め

られる。 

 

 （9）ベトナム国におけるカウンターパート研修 

2012年8月・9月に第1回目のカウンターパート研修が実施され、参加した2名のSDAE普及

員に対し正のインパクトを与えた。今後は灌漑稲作におけるベトナムとモザンビーク両国

の意見交換や、プロジェクト成果の拡大などの機会としてとらえることも含め、本研修の

更なる有効活用が望まれる。 
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第１章 中間レビューの概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

モザンビーク共和国（以下、「モザンビーク」国と記す）は人口2,037万人（2007年、統計局）、

国土80万km2（農地：18万km2）を有し、農業はGDPの約2割、全就業人口の約8割を占めるモザン

ビーク国の基幹産業である。コメはメイズに次ぐ主要作物であり、生産面積は20.4万ha、生産量は

24万t（2009年、平均収量1.27t/ha）である。近年コメの消費量が年間約55万tと増加する一方で、30

万t以上のコメを輸入しており、著しく低いコメの自給率向上が急務となっている。 

こうした状況を受け、モザンビーク国政府は、同国内のコメ生産量の約半数を産出する稲作地

域であるザンベジア州のポテンシャルを活用すべく、わが国及び熱帯での稲作栽培技術の経験を

豊富に有するベトナム国に対し同州ナンテ地区のインタボ灌漑区において、対象地域に適した灌

漑稲作技術パッケージの開発・展示・普及と、インタボ灌漑区の灌漑施設維持管理能力を向上さ

せ対象地域におけるコメの生産性及び生産量の向上を図るための支援を要請した。 

わが国及びベトナム国政府はこれに対し、プロジェクト全体のマネジメント、及び機材などに

ついてはわが国が、稲作栽培技術に係る点についてはベトナム国が専門家を派遣し、モザンビー

ク国を三角協力により支援することで合意し、モザンビーク国農業省をカウンターパート（Counter 

part：C/P）として、2011年1月から2015年1月まで4年間の予定で「ザンベジア州ナンテ地区稲作生

産性向上のための技術改善プロジェクト」（以下、プロジェクト）を開始し、現在チーフアドバイ

ザー及びベトナム人専門家（チームリーダー、種子生産、栽培技術、水管理、通訳）を派遣中で

ある。また、2012年6月には運営指導調査団を派遣し、プロジェクト活動の円滑な実施を側面支援

している。 

 

本中間レビュー調査では、 

 （1）日本・ベトナム・モザンビーク三国による合同調整委員会（JCC）を設立し、中間レビュー

調査を実施する。 

 

 （2）これまで実施した協力活動について、当初計画に照らし、投入実績、活動実績、計画達成

度を確認する。 

 

 （3）計画達成度を踏まえ、DACの評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）

の観点から、プロジェクトチーム及びモザンビーク国側関係者とともに、プロジェクトの

中間レビュー調査を行う。 

 

 （4）以上の中間レビュー調査結果に基づき、プロジェクトの課題及び今後の対応方針について

プロジェクトチーム及びモザンビーク国側関係者と協議し、必要な提言を行う。また、必

要に応じて教訓を引出す。 

 

 （5）協議結果について、モザンビーク国側との合意事項としてMinutes of Meeting（M/M）に取

りまとめる。 
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１－２ 調査日程 

2013年1月12日～2月3日（詳細日程は、付属資料2 Annex3を参照） 

 

１－３ 調査団員の構成 

【日本・ベトナム側】 

担当分野 氏 名 所 属 

総 括 岩谷 寛 JICA農村開発部 計画・調整 次長 

灌漑稲作 富髙 元徳 JICA国際協力専門員 

南南協力1 宇井 望 JICAベトナム事務所 所員 

南南協力2 Mr. Nguyen Ba Suong ハノイ市農業農村開発局 

計画管理 渡辺 広毅 JICA農村開発部乾燥畑作地帯課 

評価分析 奥田 浩之 合同会社 適材適所 コンサルタント 

 

【モザンビーク側】 

担当分野 氏 名 所 属 

総 括 Mr. Daniel Manuel Maduma 農業省サービス局 

 Mr. Braz Edward Anselmo サンベジア州農業局 

 Mr. Carlos Nedson サンベジア州農業局 

 

１－４ 調査方法 

項 目 手 順 

・事前準備 

投入実績に関する情報収集 
これまでのプロジェクト期間における投入・活動の整理、活動

の進捗状況の把握を行う。 

評価デザイン作成及び現地調査計

画の作成 

評価グリッド、質問票を作成し、調査項目・情報収集方法を決

定する。 

活動実績・成果の取りまとめ 
PDMに沿って成果ごとに活動実績を取りまとめる。プロジェク

ト作成の事前資料を分析し、成果の達成状況を整理する。 

・現地調査 

活動実績・成果の確認（関係者へ

のインタビュー、サイト視察調査

等）収集データの分析 

事前に収集された情報に加え、関係者インタビュー、質問票回

収、現場視察等を通じ、活動実績と達成状況を確認する。 

合同評価報告書の作成 

日本・ベトナム・モザンビーク三国の合同評価団員により、事

前資料及び現地で確認された実績・成果を取りまとめ、評価5

項目による評価を実施する。また、成果達成の促進要因、阻害

要因を分析し、提言とともに合同評価報告書（英文）にまとめ、

JCCにおいて発表する。 

M/M署名 

合同評価委員会での協議事項について、調査団総括とモザンビ

ーク国側代表者（農業省サービス局長を予定）にてM/Mの署名

を行う。 



 

－3－ 

 
在モザンビーク日本大使館・ 

JICAモザンビーク事務所報告 
現地調査結果概要を取りまとめ、報告を行う。 

・帰国後 

帰国報告会の開催 現地調査結果をJICA関係部へ報告する。 

中間レビュー報告書の作成 調査報告書（日本語）を作成する。 
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第２章 PDM及びPOの見直し並びにプロジェクト概要 
 

２－１ PDMの見直し 

本プロジェクトのProject Design Matrix（PDM）は、R/D締結時に最初のバージョンが作成され、

プロジェクト開始後の2010年4月に最初の改定（PDM ver.1）が行われた。その後2011年12月に第2

回目の改定（PDM ver.2）が行われた。今回の中間レビュー調査に際しても、プロジェクト活動の

進捗状況等を考慮したPDM改定を提案し（PDM ver.3）、JCCにおいて承認された。 

主な改定事項は以下のとおりである。 

 

項 目 PDM ver.2 PDM ver.3案 変更理由 

上位目標の指標 1．ナンテ地区の灌漑スキ

ームの平均収量が少なく

とも60％増加する（到達

目標：4.0～4.8t/ha）。 
2．ナンテ地区の灌漑スキ

ームにおいて稲作面積が

30～50％増加する（到達

目標：ナンテ地区1,872～
2,160ha）。 

1．変更なし 
2．インタボ灌漑地区の平

均収量が100％増加する

（到達目標：5.0t/ha） 
3．ナンテ地区の灌漑スキ

ームにおいて稲作面積が

30％増加する（到達目

標：ナンテ地区1,872ha）。

 
2．農業省農業サービス局（カウ

ンターパート機関）の強い要請

により追加した。 
3．指標の幅を下位の値に統一し

た。 

プロジェクト目

標の指標 
1．インタボ灌漑スキーム

内の稲作面積の平均収量

が少なくとも50～60％増

加する（到達目標：3.75
～4.8t/ha、ベース値ベー

ス ラ イ ン 調 査 2.5 ～

3.0t/ha）。 

1．インタボ灌漑スキーム

の平均収量が少なくとも

50％増加する（到達目

標：3.75～4.5t/ha、ベース

値ベースライン調査2.5
～3.0t/ha）。 

 

1．指標の幅を下位の値に統一し

た。 
 
 
 
 
 

2．インタボ灌漑地区にお

いて灌漑稲作面積が30～
50％増加する（到達目標：

390～450ha、ベース値：ベ

ースライン調査300ha）。

2．インタボ灌漑地区にお

いて灌漑稲作面積が30％
増加する （到達目標：

390ha、ベース値：ベース

ライン調査300ha）。 

2．指標の幅を下位の値に統一し

た。 

成果1の指標 1-1 パイロットサイトで

の平均収量が少なくと

も40～60％増加する（到

達目標：3.5～4.8t/ha）。

1-1 パイロットサイトで

の平均収量が少なくと

も40％増加する（到達目

標：3.5t/ha）。 

1-1 指標の幅を下位の値に統一

した。 

成果2の指標 2-1 70～80％の農家が水

利用に満足する（420～
480人）。 

2-1 70％の農家が水利用

に満足する（420人）。 
 

2-1 指標の幅を下位の値に統一

した。ベースライン調査時のデ

ータ（農家数600）をもとに人

数を追記した。 
 
 

2-2 水利組合の水管理ボ

ードが灌漑面積の100％
をマネージする。 

2-2 変更なし 
 
 

2-3 70～80％の研修参加

者が灌漑施設の操作・維

持管理を理解する（126
～144農家）。 

 

2-3  70％の研修参加者

（126人）が灌漑施設の

操作・維持管理を理解す

る（126～144農家）。 
 

2-3 指標の幅を下位の値に統一

した。研修参加者数をプロジェ

クト活動実績及び予定に基づ

き算出し、人数を追記した。算

出根拠をPDM欄外に追記した。

2-4 70～80％の農家（420
～480人）がインタボ水

利組合の営農支援活動

により裨益する。 

2-4 70％の農家（420人）

がインタボ水利組合の

営農支援活動により裨

益する。 

2-4 指標の幅を下位の値に統一

した。ベースライン調査時のデ

ータ（農家数600）をもとに人

数を追記した。   
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成果3の指標 3-1 マガンジャ・ダ・コ

スタ郡の70～80％の普

及員（7～8名）が農家

研修用の研修教材の内

容を理解する。 

3-1 マガンジャ・ダ・コ

スタ郡70％の普及員が

農家研修用の研修教材

の内容を理解する。 
 

3-1 指標の幅を下位の値に統一

した。普及員の人数は変動す

るため指標から削除。 
 
 

3-2 パッケージの中の少

なくとも5つの技術が、

インタボ灌漑スキーム

の50～60％以上の農家

（300～360人）により

採用される。 

3-2 パッケージの中の少

なくとも5つの技術が、

インタボ灌漑スキーム

の50％以上の農家（300
人）により採用される。

 

3-2 指標の幅を下位の値に統一

した。 
 
 
 
 

3-3 少なくとも5名の研

修指導員が研修を受

け、農家研修に従事す

る。 

3-3 変更なし 
 
 
 

 
 
 
 

3-4 インタボ農家の20名
が州、国レベルのワー

クショップに参加し、

そのうち70～80％（14
～16名）がプロジェク

ト結果を理解する。 

3-4 インタボ農家の20名
が州、国レベルのワー

クショップに参加し、

そのうち70％（14名）

がプロジェクト結果を

理解する。 

3-4 指標の幅を下位の値に統一

した。 

 

２－２ POの見直し 

灌漑稲作を実施するうえでの前提である、灌漑水確保のための灌漑ポンプ購入や導水路整備な

ど、プロジェクト外部条件をプロジェクト活動に取り込まざるを得ない状況に陥ったものの、プ

ロジェクト活動全体の進捗は、おおむね順調であることが確認された。そのため、活動計画（Plan 

of Operation：PO）の見直しは必要なしと判断された。 

 

２－３ プロジェクトの概要 

 （1）協力期間 

2011年1月～2015年1月 

 

 （2）協力相手先機関 

責任機関：モザンビーク国農業省農業サービス局 

（National Directorate of Agricultural Service, Ministry of Agriculture：DNSA, MINAG） 

調整機関：ザンベジア州農業局 

（Provincial Directorate of Agriculture：DPA Zambezia） 

実施機関：マガンジャ・デ・コスタ郡経済活動事務所 

（District Services for Economic Activities：SDAE） 

 

 （3）裨益対象者及び規模等 

ザンベジア州ナンテ地区インタボ灌漑地区（稲作面積：実測約270ha） 

農民約1,325人、PDA技師及びSDAE普及員 
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 （4）プロジェクト目標 

灌漑稲作技術の改良によってインタボ灌漑スキームの生産性と生産量が増加する。 

【指標】1．インタボ灌漑スキームの平均収量が少なくとも50～60％増加する。 

2．インタボ灌漑地区において灌漑稲作面積が30～50％増加する。 

3．インタボ灌漑スキームにおいて少なくとも9 tの稲種子が生産される。 

 

 （5）成果 

1）改良灌漑稲作技術パッケージが開発される。 

2）インタボ灌漑スキームにおいて水利組合の灌漑施設の操作・維持管理と営農支援活動に

係る能力が改善される。 

3）改良灌漑稲作技術がインタボ灌漑スキームで普及される。 

 

 （6）予 算 

現実施計画額：4.2億円 

 

 （7）投入実績 

日本人専門家2名体制（総括/稲作、業務調整員/研修） 

ベトナム人専門家5名体制（リーダー、稲作栽培、種子生産、灌漑、通訳） 
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第３章 プロジェクトの進捗状況 
 

３－１ プロジェクトの投入実績 

 （1）日本・ベトナム側 

1）日本人・ベトナム人専門家派遣 

2010年11月2日のR/D署名に続き、2011年1月の業務調整員の現地着任によりプロジェクト

が開始された。2013年1月までに、計2名の日本人専門家及び計7名のベトナム人専門家が、

合計22回、日数にして3,592日（2013年8月までの派遣予定日数を含む）派遣されている。 

 

2）カウンターパートの本邦研修 

2011年8月に、郡経済活動事務所（District Services of Economic Activities：SDAE）より1

名の職員が本邦研修に、2012年9月にSDAEより2名の普及員がベトナムでの第三国研修に参

加した。 

 

3）供与機材 

灌漑ポンプ、耕運機、試験用の籾摺機・精米機等の農業機械・機材はプロジェクト実施

地であるインタボ灌漑スキームにて、パソコンやコピー機等の事務機器は、マガンジャ・

ダ・コスタのプロジェクト事務所にて適切に利用されている。 

 

4）現地活動費 

日本は、現地でのプロジェクト実施にかかる費用を負担しており、供与機材等の購入を

含む2011年1月から2012年11月までの合計金額は1,283万MZNとなっている。 

 

 （2）モザンビーク側 

1）カウンターパートの任命 

プロジェクト・ディレクター、プロジェクト・マネジャーは、それぞれDNSA局長、DPA

所長が務めている。中間レビュー調査の時点では、DNSA、ザンベジア州DPA及びマガンジ

ャ・ダ・コスタSDAEから11名がカウンターパートに任命されている。 

 

2）現地活動費 

プロジェクト開始に際し、モザンビーク政府は1,920万MZNをかけて専門家宿舎とプロジ

ェクト事務所を建設した。マガンジャ・ダ・コスタSDAEの年間予算は、職員の給与等を含

めて138万MZNであり、現地でプロジェクト実施にかかわるSDAE普及員の活動経費もここ

に含まれる。 

 

３－２ 成果の達成状況 

（成果1） 

・ 現地コンサルタントによるベースライン調査が2011年5月に実施され、その結果が2011年6

月23日の第1回JCC会議において発表・議論された。 

・ 2011/2012の作期（2011年12月～2012年6月）では、パイロット圃場において、奨励品種で
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あるITA312を対象に栽植密度や施肥量に関する試験が実施され、適正な栽植密度と施肥レ

ベルがほぼ特定された。 

・ 水稲7品種（Chupa, Caga, Mocuba, ITA312, C4-63, Limpopo, Macassane）の栽培比較試験が実

施され、Macassaneが、ITA312、Limpopoを上回る収量を記録した。 

・ 次作期パイロット圃場用に、優良品種であるLimpopo、Chupaの純系穂が選抜された。 

 

（成果2） 

・ 老朽化したインタボ灌漑施設の修復・改善が農民参加型で行われた。具体的には、1）沼地

化した導水路の修復工事（35,000個のレンガによる水路堤体表面への100mのライニング、

堤体部土盛りと土嚢設置のみを100m）、2）リクング川洪水予防の堤防護岸工事（修復3km

及び新築2km）、3）スキーム内アクセス道路における構造物（橋や用排水路）の修復。 

・ 2013年1月22日には、プロジェクトにより調達された電動式の新しい灌漑ポンプがインタボ

灌漑スキームに到着した。 

・ プロジェクトの介在により、インタボ水利組合の全体総会がこれまで2回開催された（2011

年11月12日の第1回総会では役員の選出、2012年11月30日の第2回総会では2011/2012年作期

の水利組合の活動報告と2012/2013年作期の活動計画が議論された）。 

・ プロジェクトが実施する研修への参加や栽培指導などを通して、インタボ灌漑スキーム水

利組合の能力強化が進んでいる。 

 

（成果3） 

・ SDAE普及員や専門家により、稲作改善技術（種子の浸漬・催芽、苗床準備，畦づくり、

圃場均平、田植え、灌漑施設管理など）に関する研修やセミナーが実施された。 

・ 研修やセミナーにおいては、ポルトガル語による稲作栽培技術に関する教材・資料（パワ

ーポイント・プレゼンテーションなど）が作成され、農家や普及員と共有されている。 

・ 2011年5月、2012年4月に他郡の関係者、州レベル農家やNGOも参加して一般公開向けのワ

ークショップが開催され、プロジェクトに関する情報や2011/2012年作期のプロジェクトの

成果が共有された。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成見込み 

・ PDMでは、プロジェクト目標と各成果において、プロジェクト終了時に達成度を測るための

指標が設定されている。現時点における進捗では、既に達成された指標もあり（指標1-1：パ

イロット圃場での平均収量の増加）、その他の指標についても、確実とはいえないものの引

き続き達成に向けた進展が見込まれる（指標2-1：農家の水利組合への満足度、指標3-3：農

家による新たな技術の採用程度など）。 

・ また、特にプロジェクト目標の指標1（インタボ灌漑スキームの平均収量が3.75～4.8t/haとな

る）については、中間レビュー調査時点（2013年1月）では達成見込みを検討するのは困難

であった。プロジェクトは、圃場均平を行い適切な栽植密度で適切な時期に田植えを実施す

るならば、平均収量4t/haは達成可能と予想している。中間レビュー（2013年1月）時点では、

多くの農家はまだ育苗、圃場均平、田植え途中であり、あと1カ月ほど経って作付が終了す

るころになれば、2012/2013年の昨期の収量についても大よその見当をつけることが可能との
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ことである。 

・ なお、各指標については、現在のPDMでは一定の幅をもって表示されていることから、明確

で分かりやすい指標設定になっているとはいえない。 

 

３－４ 実施プロセスの検証 

本プロジェクトは、モザンビーク、ベトナム、日本の三国による三角協力（南南協力）のスキ

ームで実施されている。日本がプロジェクト管理（チーフアドバイザー、業務調整員の派遣）と

資機材・現地業務費を提供し、ベトナムが技術サービス（技術専門家の派遣）を担当している。

プロジェクト実施については、JICAとモザンビーク農業省（MINAG）との間のR/D署名（2010年

11月2日）に沿ったプロジェクト実施のため、JICAとHanoi-DARD（ハノイ市農業農村開発局）と

の間でM/M（2010年12月24日署名）が結ばれ、両者がプロジェクト実施に果たす役割を確認して

いる。 

ベトナム人専門家のモザンビークへの派遣については、JICAベトナム事務所が支援している。

また、モザンビーク政府からは、プロジェクトの立ち上げに際して、マガンジャ・ダ・コスタに

専門家宿舎・プロジェクト事務所を建設するなど多大な支援があった。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価5項目による評価結果 

 （1）妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。 

1）プロジェクトの妥当性は、2011年1月のプロジェクト開始当初より高い。2011年5月に、2020

年までのモザンビーク農業部門の発展ビジョンを示す「農業開発戦略計画」（PEDSA）が発

表され、その重点4項目の第1に農業生産性の向上が掲げられている（あとの3項目はマーケ

ットへのアクセス、自然資源の管理、制度面での能力強化）。プロジェクトは、生産性の向

上においてPEDSAの実施に貢献しているとDNSAにより認識されている。 

2）農業部門のなかでも灌漑事業については国家灌漑院（National Institute of Irrigation：INIR）

が所掌しており、灌漑に関する計画、実施、水資源管理等を行っている。INIRは、2012年

にまとめられた「国家灌漑戦略」（ENI）の提言に基づき、農業サービス総局の水利工学局

の改組・独立により2012年5月に設立された。このように、モザンビークにとって灌漑事業

の推進は優先度が高い。 

3）モザンビークの「国家稲作振興戦略」（NRDS）は、コメの作付面積の拡大と、平均収量

の増加（現在の1.1t/haから2.8t/haへ）により、国内のコメ生産量を4倍にすることを掲げて

いる。NRDSは、サブサハラ・アフリカ諸国のコメ生産の倍増をめざす「アフリカ稲作振興

のための共同体」（CARD）の下、作成が進められており、現在モザンビーク政府による正

式承認が待たれている。NRDSは、コメの生産増を実現するための8項目を整理しており、

そのうち「投入」「灌漑と水資源管理」「農業普及」においてプロジェクトは、NRDSの実施

にも貢献するものである。 

 

 （2）有効性 

プロジェクトの有効性は高い。 

1）プロジェクトの3つの成果は、プロジェクト目標を達成するために必要なコンポーネント

であり、これらの成果とプロジェクト目標の関係は明確である。プロジェクトは、最初の2

年間に灌漑施設の修復・改善を重点的に行いつつ、同時にプロジェクト活動においても成

果を出しつつあり、2014年12月までのプロジェクト期間内での目標達成を見込んでいる。 

2）2012年には、プロジェクトは老朽化した灌漑設備（沼地化した導水路、稼働していない

灌漑ポンプ、壊れた橋や用排水路などの構造物）の修復・改善を実施した。灌漑水の利用

はプロジェクト実施の前提条件であり、これはPDMにも「灌漑ポンプが稼働し灌漑水が利

用できること」と記載されている。しかし実際にはその条件が整っていなかったことから、

プロジェクトは活動のなかでこの前提条件の克服に取り組む必要があった。 

3）プロジェクトはまた、2012年にリクング川の洪水予防堤防の5km（修復：3km、新築2km）

の護岸工事を実施した。護岸工事以前は、1～2月の増水時に村落とインタボ灌漑スキーム

が洪水被害を受けていた。昨年の2011/2012年の作期には、インタボ灌漑スキームの約50％

が冠水し、パイロット圃場も数時間冠水するほどであった。しかし、プロジェクトの実施

した護岸工事により、2013年1月15日の大雨に伴う増水時には、洪水を防ぐことができてい

る。 
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4）これら修復・改善作業、護岸工事が、農家によって提案され実施されたことは重要であ

る。プロジェクトは水利組合と協議しながら、その作業のための計画作成、資材購入、労

賃支給、実施監理等を支援した。プロジェクトによる報告書には、新たな技術の習得に向

けた農家の意欲は低いとの報告があったが、農民が自力で環境改善を成し遂げた経験は、

次に新たな知識や技術を学ぶ意欲にもつながり、結果的にプロジェクト目標の達成にも貢

献していくことが期待される。農民参加型アプローチは、構造物に対する農民のオーナー

シップの醸成とともに、自助努力に関する意識向上などの観点からも効果的であると思わ

れる。 

5）現在のPDMにおける指標は一定の幅をもって表示されていることから、終了時評価時に

プロジェクトの達成度を測るにおいて、判定しやすい指標設定になっているとはいえない。

そのため、中間レビュー時において、これまでの実績を確認したうえで、指標の幅を統一

した。 

 

 （3）効率性 

プロジェクトの効率性は中程度である。 

1）プロジェクトの目標・活動については、プロジェクト関係者の間でよく理解されている。

プロジェクトは州レベルではステアリング・コミッティ会議を、中央レベルでは合同調整

委員会（JCC）を開催して、その内容について関係者と広く協議してきている。DNSAに対

しては、DPAを通してプロジェクトの進捗について十分な報告が上がっている。 

2）ベトナム人専門家・日本人専門家の貢献については、モザンビーク側から高い評価の声

が聞かれた。DPAが所在するキリマネから、SDAE、プロジェクト事務所・専門家宿舎が置

かれているマガンジャ・ダ・コスタまで、車で約2.5時間かかる。マガンジャ・ダ・コスタ

からナンテまでは車で約30分、そこからインタボ灌漑スキームまでは更に30分の道程であ

る。専門家は厳しい環境で業務に従事しながら、コミュニティや農家と良い関係を築き、

プロジェクトの成果を発現しつつある。専門家間及びカウンターパート間は、お互い言語

の違いはあるものの、コミュニケーションは良好である。 

3）モザンビーク政府は、マガンジャ・ダ・コスタにおけるプロジェクト事務所や専門家宿

舎の建設など、プロジェクト立ち上げ時に多大な支援を行った。しかしカウンターパート

機関（SDAE、DPA、DNSA）にプロジェクト活動実施のための予算が確保されているわけ

ではない。 

4）2012年3月から業務調整員の空席が続いていることから、チーフアドバイザーは、厳しい

プロジェクト実施環境下で業務調整員の役割も兼ねつつ、その責任を果たしている。2013

年3月中旬には業務調整員の着任予定である。 

5）モザンビーク側カウンターパートについては、中間レビュー調査時では、SDAEより3名、

DPAより4名、DNSAより3名がプロジェクトに従事していることが確認された。DPAの4名

については、プロジェクト実施サイトと距離が離れていることや、その他の業務もあるこ

とから、日常的にプロジェクトと関わっているわけではない。SDAEには7名の農業普及員

がいるが、そのうちプロジェクトに関わっているのは2名だけである。こうした状況もあっ

て、農家への技術移転は、専門家から農家に対して直接行われ、必ずしも農業普及員を介

しているわけではなく、また改良技術の普及も現在は狭い地域に限られている。 
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 （4）インパクト 

現時点ではまだ低い。 

1）上位目標（ナンテ地区全体の生産性向上）の達成に向けた進捗といった期待される正の

インパクトについては、中間レビュー調査時点ではまだ発現していない。ナンテ地区はイ

ンタボ灌漑スキームとムンダムンダ灌漑スキームの2つの灌漑スキームを有しており、上位

目標達成のためには、ムンダムンダ灌漑スキームの生産性向上も行われる必要がある。 

2）毎年1～2月のクリング川増水期には、コミュニティが洪水被害を受けていたが、2012年

にプロジェクトが実施したクリング川護岸工事により、2013年1月の大雨による増水時に洪

水を防ぐことができている。また、農民参加型による工事は、水利組合のリーダーシップ

強化に貢献するだけでなく農家の意識向上にも役立ったことが予想される。 

 

 （5）持続性 

現時点では、まだ見込みを評価する段階には至っていない。 

1）プロジェクト関係者の間では、特に2015年1月のプロジェクト終了後の改良技術の維持・

展開が大きな課題であると認識されている。インタボ灌漑スキームの農家とSDAE農業普及

員は、改良技術を継続的に実践し、さらに広範な地域に普及していくことが求められてお

り、持続性をいかに担保していくかがプロジェクト後半の重要課題となる。 

2）農家が改良技術を適用していくキャパシティ（モチベーションやこれまでの経験など）

は高いとはいえないことから、技術的な観点からは、現地の状況に応じて農家が受け入れ

やすい現実的で実践的な技術を準備していくことが重要である。 

3）DPA及びSDAEカウンターパートの能力強化は、プロジェクトによる研修や技術指導のな

かで進んではいるもの、技術普及に向けては極めてその数が限られている状況である。 

4）プロジェクト活動を持続していくためのカウンターパート機関の予算も限られている。

DNSAとしては、2012年に策定された「農業セクター国家投資プログラム」（PNISA）を通

してのドナー機関の協力を期待している。予算的な側面については、引き続き関係機関

（SDAEやDPAなど）と協議を続けていくこと必要である。 

 

４－２ 結論 

プロジェクトは、PEDSAを中心とするモザンビーク農業セクターの開発政策に合致しているだ

けでなく、CARDといった国際的な取り組みとも整合しており、その妥当性は高い。プロジェクト

は適切に組み立てられ、灌漑施設の修復・改善を進めつつ各成果レベルで着実に進展しているこ

とから、その有効性も高い。プロジェクトの効率性は中程度と判断されたが、これは業務調整員

が2012年3月から不在の状況が続き、またモザンビーク側カウンターパートの人数が少ないことに

よる問題が指摘されたためである。上位目標の達成に向けた進捗など、期待される正のインパク

トについては中間レビュー調査時点ではまだ低い。プロジェクトの持続性の見込みは、中間レビ

ュー調査時点ではまだ評価する段階には至っていないが、活動の持続性についてはプロジェクト

後半において取り組むべき重要課題の1つであると広く認識されている。 
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第５章 技術的な考察 
 

本プロジェクトの対象地であるザンベジア州マガンジャ・ダ・コスタ郡ナンテ地区インタボ灌

漑地区では、日本人とベトナム人専門家が協力して、改良灌漑稲作技術（現地では「ベトナムの

方法」と呼ばれている）を開発・研修・普及している。また、インタボ灌漑地区の関連施設（灌

漑水路、リクング川洪水予防護岸）を改修し、揚水ポンプが更新されつつある。インタボ灌漑地

区の稲作は、伝統的な直播稲作から改良灌漑稲作（移植方式）に変化しつつあり、農民組織も強

化されつつある。 

 

５－１ 改良灌漑稲作技術パッケージの開発 

 パイロットサイト（2ha）が整備され、以下のように技術開発が進みつつある。 

1）水稲7品種を比較し、改良早生2品種（Macassane、Limpopo）が収量性で、在来2品種（Chupa、

Mocuba）が高収量・品質性の有望品種に特定された。 

2）2品種（Chupa and Limpopo）の純系化を開始した。 

3）改良移植栽培技術（耕起、代掻き・均平、若苗直線植え、施肥、等）を展示した。 

4）在来品種（Chupa）で4.5～5.0 t/haの収量（尿素152kg施肥）の収量を得た。 

 

 今後：今後も適正品種の特定は継続されるだろうが、当面は、食味が良い在来品種（Chupa）が

注目されるだろう。Chupaは栽培期間がやや長く、無肥料でも、他の管理が伴えば、3～3.5t/ha程度

の収量を期待できるという。日本人とベトナム人専門家は、畦畔造成と田面均平改良の重要性を

農民たちに示しており、改良灌漑稲作技術の普及に併せて農地の水田化が進めば、農家レベルで

も収量改善につながるだろう。プロジェクトでは、稲種子生産マニュアルと改良稲作マニュアル

を作成し、関係者に配布する予定である。 

 

５－２ 灌漑施設運営管理や営農支援 

下記のような活動を通じて、インタボ灌漑地区水利組合（WUA）の能力が徐々に向上しつつあ

る。 

1）農業普及員やWUA構成員の研修（リーダーシップ、改良灌漑稲作、参加型灌漑管理）を実施

した。 

2）インタボ灌漑地区の施設的な問題（劣化したリクング川洪水防御護岸、泥沼化した導水路、

他）を特定した。 

3）リクング川洪水予防護岸を改修し（修復3km、新築2km）、導水路をレンガでライニングし（約

100m）、二次水路を改修し（N1：1.8km、N2：4km）、農道、橋、分水枡も緊急に修理が必要

なものについて対応した。 

4）トラクターによる賃耕作業を支援している。 

 

 今後：インタボ灌漑地区の稲作が発展するには、今後ともUWAの能力強化が重要になるだろう。

到着したばかりのポンプが、州農業事務所の支援を得ながら設置・管理され、インタボ灌漑地区の

維持管理マニュアルが作成され、WUA役員と構成員によって灌漑施設が適切に管理されるよう期待

する。農業機械化については、当面は、トラクターによる畑地状態での耕起が中心になるだろう。 
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５－３ 改良灌漑稲作技術の普及 

1）インタボ灌漑地区とムンダムンダ灌漑地区の普及員と農民を対象に研修を実施した。 

2） 2012/2013年作期にあわせて、改良稲作展示ブロック参加農家を対象に種子の予措・苗代造

成・播種等について研修した。 

3）改良稲作技術展示ブロックの設置を指導した。 

4）パイロットサイト訪問者（普及員・農民）にベトナム人専門家が直接指導した。 

 

 今後：2012/2013年作期には、インタボ灌漑地区上流部の2灌漑ブロックを対象に改良稲作展示が

計画されたが、中間レビュー調査時点では、1灌漑ブロックではその前提とした水路整備がなされ

ていなかった。灌漑施設の維持管理は、灌漑水から利益を得る人々によってなされるべきもので

あるが、灌漑稲作を始めたばかりのインタボ灌漑地区の農民たちは、いまだ灌漑稲作の収益を実

感する段階に達していない印象を受けた。インタボ灌漑地区の施設（用排水路、農道、洪水予防

護岸）が適正に管理されるには、当面は、稲作技術展示やインタボWUA組織強化に向けて行政側

（プロジェクト）の支援を継続する必要があるだろう。JCCに参加したベトナム人専門家は、「教

育レベルの低い人々を対象としていることを考慮すれば、展示ブロック対象農民98名中45名が水

路整備に参加したことを称賛すべきである」と述べ、対象とした2灌漑ブロックのうち1灌漑ブロ

ックでの展示が順調に進んでいることを評価した。インタボ灌漑地区の農民リーダーやメンバー

たちは、日本人とベトナム人専門家の指導に感謝し、できるだけ日本側の期待（速度）に応えよ

うとしている。 

 

５－４ 中間レビューからの印象 

 （1）灌漑関連施設の改修や機材（ポンプ）の更新・維持管理について 

導水路や洪水防御護岸の改修がなされ、揚水ポンプの設置準備も進んでおり、インタボ灌

漑地区の基盤が整いつつある。しかしながら、インタボ灌漑地区はリクング川の水位上昇に

よる洪水の危険性を輪中によって防御しており、今後とも洪水防御護岸の状況について注意

する必要がある。揚水ポンプ設置後は、その運転・維持・管理について研修しながら、ポン

プの有効利用（作付適期）についても検討すべきである。 

 

 （2）日本人専門家・ベトナム人専門家・モザンビーク関係者 

灌漑施設整備の遅れが業務の進捗に影響を与えたが、徐々にプロジェクトの運営が本格化

しつつある。日本人とベトナム人専門家が、モザンビーク側関係者と共通の意識をもちなが

ら、プロジェクトのアウトプット・目標の達成に向けて取り組んでいる。ベトナム人専門家

や調査団からは、普及についてもより積極的に協力したいと意思表示があり、ドナーとして

の意識が強まりつつある。モザンビーク側は、稲二期作の可能性に強い関心をもっているが、

その前に年1回の稲作が改善され、作期を揃える必要があるだろう。これまで、本プロジェク

トは、主に上流部（300ha）の灌漑稲作普及を支援してきたが、モザンビーク側では下流部

（415ha）も上流部と同様に発展することを期待している。生産性や生産量に対するモザンビ

ーク側の期待に理解を示しつつも、本プロジェクトの範囲（PDMの指標）について共通理解

を深める必要がある。 
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第６章 南南協力1 
 

本プロジェクトは、ベトナムの実施する南南協力を、日本が技術協力プロジェクトの枠組みで

初めて支援する三角協力である2。日本・モザンビーク間のR/Dに基づき、JICAベトナム事務所と

ベトナム側実施機関のハノイ市農業農村開発局（DARD）がM/Mを締結（2010年12月24日付）、JICA

側がプロジェクトマネジメント（チーフアドバイザーの派遣を含む）や機材供与等を、ベトナム

側が稲作栽培に係る専門家派遣やベトナムでの研修実施を負担している。 

ベトナムによるモザンビーク農業支援は1980年代にさかのぼり、専門家派遣を中心に行われて

きた3が、プロジェクト型支援の実績は少なく、本プロジェクト前半では、ベトナム側の不慣れな

対応のため、ロジ面などについても日本側（JICA農村開発部・モザンビーク事務所・ベトナム事

務所）の調整コストが嵩んだ。 

本中間レビュー調査の結果、プロジェクトの進捗レビューのみならず、三角協力の実施体制に

ついても課題が確認され、プロジェクト後半に向けた改善が期待されている。 

 

６－１ ベトナムの南南協力政策 

ASEAN諸国において、独立した対外援助機関〔タイ国際開発協力機構（TICA）、周辺諸国経済

開発協力機構（NEDA）〕を設置しているタイや、2008年からASEAN諸国で初めてG20に加盟し「2010

～2014年国家中期開発計画」“Rencana Pembangunan Jangka Menenghah Nasional：RPJMN”にて南南

協力の推進を謳い4国家南南協力調整チームを設置した5インドネシア等と異なり、ベトナムにおけ

る南南協力の歴史は新しく、国際機関や先進国ドナーの支援を得つつ、三角協力として援助受入

れ窓口である計画投資省が対外援助を実施している6。 

一方で、二度にわたるベトナム・アフリカ会議（2003年、2010年）では、首相から南南協力促

進への意向が示され、“National Action Plan for Strengthening the Relationship between Vietnam and 

Africa for the period 2004-2010”や“Strategic Vision of Development of Relationship between Vietnam and 

Africa period 2011-2020”等の政策文書が策定されている。なかでも、農業は重点分野とされ、モ

ザンビークを含むいくつかのアフリカ諸国との政府間委員会において、農業農村開発省（Ministry 

of Agriculture and Rural Development：MARD）が委員長に指名されている7。 

 

                                                        
1 本章における南南協力は、主にベトナムによる対アフリカ支援を指す。 
2 他の三角協力の実績として、「JARCOM植物検疫広域研修プロジェクト」（第三国研修、2008年2月～2011年1月）の他、ベト

ナムへのスタディツアーの受入れ、ワークショップの開催、第三国へのベトナム人講師の派遣等がある。 
3 “Vision for Agricultural Cooperation with Africa （2008-2020）”（ベトナム農業農村開発省, 2010年）II章1.a） 
4 「インドネシア共和国南南協力推進のためのナレッジマネジメントプロジェクト」詳細計画策定調査報告書（JICAインドネ

シア事務所, 2011年）13ページ 
5 同31ページ 
6 「アジア地域新興ドナーの南南・三角協力支援の現状と今後の方向性」調査研究報告書（平成22年度外務省委託開発援助調

査研究業務）第7章ベトナム 
7 International Supporting Group Newsletter（ベトナム農業農村開発省, 2010年第4四半期） 
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表６－１ 農業分野のベトナム南南協力事例（アンケート調査結果） 

 案件名 期間 概要 実施機関 対象国 ドナー

1 Increase rice 

productivity in 

Guinea project 

2008-

2010 

・Grow rice and vegetables 

・Design field plot 

・Training about Post 

harvesting technique 

Ministry of Agriculture and 

Rural Development（MARD） 

GUINEA 

CONAKRY 

South 

Africa 

2 Paddy project 2005- ・Grow rice and some others 

crops to ensure food security.

・MARD 

・16 experts were detached to 

Mali 

Mali FAO 

France 

3 Special food 

security project 

1996-

2005 

・Transfer some technique in 

growing rice, vegetables, 

livestock and post–harvesting 

technique 

・MARD 

・165 experts were detached 

Senegal FAO 

4 Food security 2010-

2014 

・Transfer technique of 

growing rice 

MARD Republic of 

Chad 

FAO 

5 Increasing Rice 

yield project 

 ・Increasing technique of 

growing rice 

Viet Nam-Africa Aquatic 

Development Co., Ltd 

（VAADCO）and Long Van 28 

company 

・5 rice technician were detached 

Sierra 

Leone 

 

 

６－２ 本プロジェクトにおける南南協力の位置づけ 

以上を背景に、ベトナム国家首席の訪日時（2006年）には、アジアの経済開発の経験をアフリ

カに生かすという精神の下、日本・ベトナム・モザンビークの三カ国間で協力を進めることが日

本・ベトナム共同声明として合意された。その後、モザンビーク大統領の訪日時においても、日

本・モザンビーク・ベトナムの三角協力が要請された（2007年）。 

TICAD IVの横浜行動計画においても、南南協力の推進、特にアジア・アフリカ協力の取り組み

強化が謳われており、また、CARDプロセスにおいてもアジア諸国の長年にわたって蓄積された稲

作の経験と知識を活用した南南協力の推進が求められた8。CARDイニシアティブにおいては更に

「南南協力の触媒」という観点から、JICAのスキームの活用により南南協力の機会を提供した後

は、アジア・アフリカの対象国間で自立的に二国間協力が推進されていくよう後押しする方針が

立てられ、本プロジェクトは「途上国間技術協力への支援」案件に分類されている9。 

しかしながら、その後CARDイニシアティブにおいて、南南協力として本プロジェクトがクロー

ズアップされたことはない。 

 

６－３ ベトナムの稲作技術 

本プロジェクトにおいて、ベトナム人専門家が開発を担った改良灌漑稲作技術パッケージにつ

いて、技術的な詳細分析は他項に譲るが、パイロットファームでは、既に成果を上げ（現地推奨

品種Limpopoで単収5t/ha以上、IRRI推奨品種であるMacassaneでは8.9t/haを記録）、順調に進んでい

ることが確認された。全国平均で単収5tを超えるベトナムにおいて、稲作技術は一定度蓄積されて

いるといえる。また、ベトナムの農業機械に頼らない人力主体の集約稲作技術の強みを生かすこ

                                                        
8 技術協力プロジェクト事業事前評価表 
9 「CARDイニシアティブにおける南南協力実施方針（案）」（JICA農村開発部, 2010年） 
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とも可能であり、日本より機械化がまだ進んでおらず、ベトナム人専門家は、代掻き用耕耘機の

装置（かご車輪）や脱穀機の使用（投げ込み式）等、途上国一般の簡易な仕様にも慣れていると

いえる10。 

しかしながら、後者の開発レベルの近似性11について、実際には本中間レビュー調査では、ベト

ナムでの研修受講者に対するヒアリングでは確認されなかった。適切な研修の実施には、ニーズ

とリソース両方の適切な把握や成果の設定が必要であり、純粋な稲作技術の有無に加え、企画力

が問われる。プロジェクト前半に実施された研修では、ニーズとリソースが十分反映されたとは

いえず、今後は、内容・時期・期間・対象者（人数）等、十分に検討することが求められている。 

 

６－４ ベトナム人専門家の資質 

今回の中間レビュー調査では、ベトナム人専門家の国際協力に対する意識が変わってきている

ことが確認された。例えば、調査対処方針に挙げられていた「（少なくともパイロット圃場におけ

る）ベトナム人専門家より提案されているトラクターなど農機の導入による土地整備、播種、農

薬散布、収穫等の機械化」について、プロジェクト開始当初は、その必要性が繰り返し述べられ

ていたが、本レビュー調査中には高度な機械化は時期尚早である旨、ベトナム人専門家から発言

があった。モザンビーク側から機械化について要望があった際には、ベトナム人専門家自ら、農

家の稲作栽培技術からしても、農機のメンテナンス体制の観点からしても不適切であると説明し

た場面も見られた。専門家チーム内で同じ認識を共有しているようで、日本人チーフアドバイザ

ーの不断の努力が感じられた。 

ただし、特にアフリカでの案件では、技術開発のみならず普及が求められるケースも多いが、

本プロジェクトでは既述の合意に基づき、技術開発（成果1の一部）はベトナム人専門家、普及は

日本人専門家との業務分担がなされている。成果2においては、農民参加型での河川堤防の造成や

ライニング等水利組合（WUA）の能力強化が図られてきている一方で、ベトナム人専門家の関与

は少なく、また、成果3においては、ベトナム人専門家と現地普及員とのコミュニケーションの不

足も見られた12。 

語学面の課題も大きいと思われるが、普及や組織化といった円滑なコミュニケーションの求め

られる活動には、まず相手への理解に努めるといった異文化理解の基本が必要であり、ベトナム

人専門家の一方的なコミュニケーションの取り方が今後どう変化していくか、未知数ではあるも

のの、プロジェクト後半での更なる成果が期待される。特に、ベトナムでは強力なコメ政策の下

（作付面積や価格調整、関連国営企業への支援等）農家は間接的な稲作支援を多く受けているが、

                                                        
10 「プロジェクト現地業務結果報告書」（田村専門家, 2011年） 
11 「日本や欧州で研修する場合、受益国との開発レベルの違いに少なからずショックを受ける研修員も多く、研修に取り組む

モチベーションに影響を与えるケースもあり」、「手の届く」開発レベルを目の当たりにすることで、研修員の開発へのモチ

ベーションが高まる」というもの（「チュニジア共和国南南協力評価調査報告書」（JICAチュニジア事務所, 2007年）76ペー

ジ 
12 ベトナム人専門家、モザンビークC/Pへの合同ヒアリングにて、調査団よりC/Pに対して、改良灌漑稲作技術パッケージの普

及可能性について質問したところ、担当の展示圃場にて同技術に倣いつつ一層の低投入で中収量を達成したとの普及員の説

明に対し、ベトナム人専門家は自らの技術が投入過多であるとの（いつもの）批判ととらえ、普及員の姿勢を正し（「一方

で農家自身が導入できると言っているのに、他方で普及員ができないと言っているプロジェクトは初めてだ」との発言も聞

かれた）、普及員による収量調査は正確でないと応答した。しかしながら、調査団員による普及員への個別ヒアリングの結

果、普及員は自らの取り組みの方が適切と言っているのではなく、すべての技術を一度に導入することは難しいため、順を

追って取り組み、最終的には改良灌漑稲作技術パッケージすべてを適応したいと、意図していることが明らかになった。 
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モザンビークの現状との違いを前提にプロジェクト活動に臨む必要がある。本中間レビュー調査

中には、適切な技術が普及しないのは農家側の理解不足が原因であり、インセンティブ付与や政

府高官の関与によるトップダウン式の指導が必要といったようにベトナム型の方策を意識したコ

メントも聞かれた。 

 

６－５ ベトナム側のプロジェクト実施体制・能力 

懸案であったロジ面の改善やプロジェクト実施に関するノウハウの共有について、本中間レビ

ュー調査にて関係者間で課題が共有され、プロジェクト後半にて改善していく旨、ハノイDARD

と確認された（具体的には下記のとおり）。 

・ ハノイDARDによる専門家派遣と研修員受入れ（プログラム検討を含む）手続の改善 

・ 自国民保護の観点から、在モザンビーク・ベトナム大使館による専門家赴任時の問題発生への

対応（ベトナム外務省を通じた協力依頼） 

・ 専門家の現地滞在の便宜確保のため、専門家全員への公用旅券の発給乃至モザンビーク国滞在

証の発給に向け、ベトナム労務省乃至モザンビーク側（在ベトナム・モザンビーク大使館）へ

の働きかけ 

・ JCCへの出席や現地コンサルタント（通訳）の紹介等在モザンビーク・ベトナム大使館からの

側面支援（ベトナム外務省を通じた協力依頼） 

・ 改良灌漑技術パッケージの普及・定着に必要とされるベトナム人専門家の最低限の語学力習得

に向けたハノイDARDでの取り組み 

・ プロジェクト実施ノウハウのベトナム側関係者での共有に向けたデータベースの構築 

 

CARD南南協力方針等で求められているように、今後ベトナムが自立的に二国間協力を推進して

いくためには、まずは上記の点が、プロジェクト後半に着実に実行されていく必要がある。その

うえで、本プロジェクトへの参画を通じて、日本のプロジェクトマネジメントの事例を学び、将

来的な自立に向け援助マネジメント能力を強化していくことが望ましい。 

まず、今回の中間レビュー調査では、準備段階13から現地調査への参団、帰国後の報告会開催を

通じて、ハノイDARDはプロジェクト型支援のモニタリング・評価手法の知見を蓄積した。今後は、

既述のとおり、研修の適切な企画・準備等を通じて、プロジェクト遂行力を更に強化していくこ

とが重要である。その他、語学面のみならず、自国での専門家養成研修の実施も考えられ14、ハノ

イDARDからも、MARD、外務省、ハノイ人民委員会に対して要望が出されている。実施にあたっ

ては、JICAのベトナムでのリソースも活用し、国際協力の専門家に求められる能力を身につける

ような工夫も考えられる15。 

そのうえで、ハノイDARDのプロジェクトオフィスへは年間予算の配分とともに専属スタッフが

                                                        
13 JICAベトナム事務所の協力を得て、活動・投入実績の確認、DAC評価５項目に基づく自己評価等を事前に取りまとめた。ま

た、対処方針もベトナム語に翻訳され、事前に共有された。 
14 専門家に対しては、過去にモザンビークの法令制度、文化及びポルトガル語に関する赴任前研修を自主的に実施してきてい

る。 
15 例えば、ベトナムにおける現行のJICA農業案件のうち、「貧困地域小規模インフラ整備計画にかかる参加型農業農村開発能

力向上計画」（2010年12月～2013年11月）、「中部高原地域における貧困削減のための参加型農業農村開発能力向上計画」（2010

年1月～2014年1月）等での研修を通じて、農民参加型灌漑マネジメントやファシリテーションスキルについての知見の習得

が考えられる。 

 



 

－19－ 

配置されているが、これらのプロジェクト遂行のノウハウは、こういったオフィススタッフや専

門家個人のレベルを越え、ハノイDARD内の他部局やMARD等関係省庁といった組織、国のレベル

まで共有されていくことが望ましく、ハノイDARDからは、そのためのデータベース構築の取り組

みも表明された。 

南南協力の更なる取り組みとして、今中間レビュー調査中に、ハノイDARDよりマーケティング

強化に資するとして、3月末から4月でのベトナム民間企業を巻き込んだ調査団派遣の意向が表明

された。本プロジェクト取り組みについては、PDMの対象外であること、一度きりの調査団派遣

に終わる可能性もあること、日本側の官民連携の取り組みとの整理がされていないことから、M/M

にはベトナム側の南南協力に対する強いコミットメントとの記述にとどめたが、南南協力の将来

的な展開の1つかもしれない。 

なお、本プロジェクトは、既述のとおり、技術協力プロジェクトの枠組みで日本が初めてベト

ナム政府の南南協力を支援するケースであるが、特に下記の特徴があり、今後ベトナムとの三角

協力の案件形成にあたっては十分留意する必要がある。また、本プロジェクトへの参画を通じて、

ベトナム側のプロジェクト実施体制・能力が向上したという側面もあるため、こういった新興ド

ナーを今後めざすような国との三角協力においては、許される限りそのドナー化支援もPDMに含

めるような措置も考えられる16。南南協力の知見が十分蓄積されルーティーンになっている国であ

れば不要だが、本プロジェクトにおいては、上述のとおり、三角協力の枠組みをとったことで日

本側に追加で求められた対応もあり、ベトナムのドナー化に向けたキャパシティ・ディベロップ

メントも目的化され得たかもしれない。 

・ 言語：ベトナム人専門家は基本的にベトナム語しか解さないため、プロジェクトチーム内及び

JICAとのやり取りにも必ず通訳を必要とする。英語・ベトナム語であれば比較的豊富な通訳の

リソースがあるが、ポルトガル語・ベトナム語の通訳は質量ともに不足している。本レビュー

調査においても、英語→ポルトガル語→ベトナム語というやり取りのため、意思疎通に困難が

伴った。 

・ 場所：本プロジェクトサイトは、首都から離れておりJICAモザンビーク事務所からのサポート

が容易ではなく、また対象地区の灌漑施設も十分ではなかったため、ベトナム人専門家の想定

していた改良灌漑稲作技術パッケージと現地で求められているレベルに当初乖離があった。 

・ 内容：既述のとおり、普及や組織化といった円滑なコミュニケーションの求められる活動を含

むため、ベトナム人専門家に異文化理解が必要とされる。例えば、研究開発案件のように純粋

に科学技術に基づく内容の方が、ベトナム人専門家の知見を生かしやすいかもしれない。 

・ 実施機関：本プロジェクトでは、MARDによる指名でハノイDARDが実施機関となった。ハノ

イDARDは、日本から支援を受けた経験もなく、日本の援助形態やプロジェクトマネジメント

の知見を有していなかった。ロジ面についても、手続に時間を要し専門家派遣が遅れ、公用旅

券の発給に制限があり、また、専門家のリソース量も十分ではなかった。 

・ リソース：当初はベトナム側スタッフがモザンビーク赴任に関心を示さなかったためリソース

量が不足していたが、プロジェクト前半を通じて、既存の専門家からの情報提供により、関心

をもつ人材が増えてきている。また、派遣手続きが円滑になってからは、柔軟な派遣決定・人

                                                        
16 他国で実施されている三角協力では、リソース国のドナー化支援は通常はPDMに含まれていない。本プロジェクトにおいて

は、調査の結果、現行のベトナム側の実施体制・能力は向上してきていることが確認されたため加筆・修正されなかった。 
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員配置が可能な点はメリットといえる。 

 

６－６ 日本・ベトナム間の費用負担 

プロジェクト開始当初より論点であったベトナム側による費用負担については、M/Mにて当初

合意された研修実施費用に加え、今回の中間レビュー調査にて、ベトナム側よりプロジェクト目

標達成に資するとされた農民へのインセンティブ付与（優良種子や肥料購入や土地整備代の補助

等）の目的で予算確保に努める旨、ハノイDARDよりコミットメントがなされた。 

将来的に、更に三角協力を展開する場合には、ベトナム側のコスト分担を増やし、三角協力に

よる日本側の費用節減効果を図っていくことも検討される必要がある。 

 

表６－２ 三角協力実施により想定される日本側の費用節減効果17 

（本プロジェクト該当：○、該当なし：×） 

第三国研修 

 

・ 研修員の旅費、日当、宿泊費（×） 

・ 研修実施費用（講師謝金、会場代等）（○） 

・ 研修員の受入れ、生活面のサポートによるJICA側の負荷軽減（人件費の

削減）（○） 

第三国専門家派遣 

 

・ 派遣専門家の人件費（○） 

・ 専門家派遣に伴う旅費、日当、宿泊費（×） 

共同プロジェクト ・ 在外事業強化費、機材費等のシェア（×） 

 

６－７ 日本側のプロジェクト実施体制 

三角協力は、日本側の関係者も多くプロジェクト実施体制も複雑になり、プロジェクト前半で

は情報の確認や意思決定に時間を要したことがあった。本中間レビュー調査の結果、プロジェク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 日本側のプロジェクト実施体制 

                                                        
17 「中南米・カリブ地域における三角協力の開発インパクトレビュー調査」報告書（JICA, 2010年）（要約2.3日本に対するイン

パクト, 2.3.1技術協力実施の効率性（1）プロジェクト経費の節減）を元に修正。 
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ト後半において、情報伝達は、まずプロジェクトチームで情報を統一18し、モザンビーク事務所を

経由して、本部、ベトナム事務所へ伝達することで、更なる効果・効率化を図っていくこととな

った19。また、ハノイDARDの意向についても、ベトナム事務所を経由し、本部、モザンビーク事

務所へ伝達され、最終的に本部に情報が集約され、迅速な意思決定がなされることとなった。 

 

６－８ モザンビーク側からの要望 

今回の中間レビュー調査では、モザンビーク側カウンターパート機関より、プロジェクトの更

なる成果発現に向けた努力が求められつつも、TICAD、CARDの理念に則り、南南協力の一層の展

開について期待が述べられた。特に、モザンビーク農業開発戦略計画（PEDSA）で力点の置かれ

るキャッサバ、メイズ、大豆、カシュナツの重要性が紹介され、ベトナム側からは、ベトナム・

モザンビーク農業省間もMOU（書簡）に基づき検討したい旨、回答があった。また、ベトナム国

内においても、モザンビーク大使からは、2013年のTICAD Vの動きに合わせた日本・ベトナム・

モザンビーク三国間の協力の展開が期待されている。 

なお、カシュナツは生産面における強化ではなく、民間投資の呼び込などによる流通・販売面

強化に対する支援の可能性がある。 

 

                                                        
18 

年次活動報告書に加え、ベトナム人専門家の派遣時ごとに提出される活動終了報告書等のレポートについても、チーフリー

ダーの指示の下作成、承認、提出されることで、情報の一層の正確性も確保する。 
19 あくまで正規の情報伝達ルートであり、他の伝達ルートを禁ずるものではない。 
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第７章 提 言 
 

 （1）PDMの変更 

現行のPDMについて、これまでの実績に基づき、指標の変更を行い、また研修の対象とな

る農家数の根拠や灌漑稲作面積をPDM欄外に明記し、PDM修正案を提案した（付属資料2参照）。 

 

 （2）灌漑ポンプの運営・維持管理 

2012年6月に開催されたJCCにおける決定に基づき、プロジェクトが新規購入した灌漑ポン

プは、現在設置のための最終段階にある。当ポンプ設置による安定した灌漑水の供給は、プ

ロジェクト対象地域における灌漑稲作の前提条件であり、2012年7月にSDAE、WUA、プロジ

ェクト間で結ばれた運営・維持管理に係る合意文書の順守が必要である。 

 

 （3）水利組合（WUA）の能力強化 

プロジェクトが新規購入した灌漑ポンプの適切な運営・維持管理には、その中心となるWUA

の能力強化が不可欠である。そのため、年間灌漑計画策定や適切な水管理に係る研修実施な

ど、WUAの能力のより一層の強化が求められる。 

 

 （4）改良灌漑稲作技術の普及 

プロジェクト関係者の継続的な活動により、実験圃場における平均収量は、既に目標とな

る3.5t/haを達成している。今後の課題は、実験圃場からインタボ灌漑地区へどのように普及し

ていくかである。プロジェクトは、既にWUAにより選定されたリーダー農家が運営する展示

圃場を通した普及活動を開始している。また、「農業技術移転総合プログラム」（Programa 

Integrado de Transferencia de Technologias Agrarias：PITTA）によりSDAE普及員2名の展示圃場

（2ha）もある。今後の改良灌漑稲作技術の普及のため、リーダー農家、普及員に対するより

一層の支援、及び綿密なコミュニケーションが求められる。 

 

 （5）DPA主導によるプロジェクト成果の普及 

プロジェクトの知見は、「灌漑稲作マニュアル」や「灌漑施設維持管理技術マニュアル」へ

集約される。農業省は、改良灌漑稲作技術のプロジェクト対象地域外への普及を強く望んで

おり、2011年7月10日に開催された第2回JCCにおいては、プロジェクト成果をザンベジア州全

体に普及するため、DPA主導によるカウンターパート活動を強化することが確認された。また、

オランダORIOなどインタボ灌漑地区近隣への灌漑稲作に対する投資計画も存在することから、

PDAの強いリーダーシップによるプロジェクトの成果普及が求められる。 

 

 （6）他イニシアティブとの連携強化 

モザンビーク国における国家農業セクター包括戦略であるPEDSAは、農業生産性向上に高

い優先度を与えている。また、PEDSA実施のための投資計画である「農業セクター国家投資

プログラム」（Programa Nacional de Investimento do Sector Agrario：PNISA）も策定された。DNSA

が世界銀行支援により実施中の「持続的灌漑開発プロジェクト」（ProIRRI）は、この枠組みの

なかに位置づけられ、日本政府もPHRD基金より一部拠出している。ザンベジア州はProIRRI
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対象地域の1つであることから、本プロジェクトとProIRRIの連携（特に機械化、市場アクセス、

WUAに対する能力強化など）をDNSA及びDPA主導で進めて行くことが望ましい。 

 

 （7）実施機関カウンターパート（SDAE普及員）の関与 

プロジェクト実施中及び終了後における改良灌漑稲作技術の普及は、主にSDAE普及とリー

ダー農家に期待される役割である。そのため、過去のJCCにおいてもプロジェクトでは、SDAE

普及員の体制強化（増員、空席の補充など）を繰り返し要請してきた。しかし、根本的な改

善を短期間で見込むことは現実的には難しく、またプロジェクト側からは普及員に求められ

るのは人数ではなく、訪問頻度やコミットメントであることが示された。そのため、現在イ

ンタボ灌漑地区を担当している2名の普及員をインタボ灌漑地区の専任とすることが望まし

い。 

 

 （8）改良灌漑稲作技術導入にかかるコスト 

プロジェクトが開発した改良灌漑稲作技術がインタボ灌漑地区に普及するか否かは、農民

が経済的利益を得ることができるかによる。プロジェクトは、改良稲作技術パッケージの段

階ごとに導入にかかるコストを計算し（圃場整備、施肥、除草、水管理、収穫など）、また収

穫米のうち、自給用を除いた販売米の市場、価格などについて調査することが求められる。 

 

 （9）ベトナム国におけるカウンターパート研修 

2012年8月・9月に第1回目のカウンターパート研修が実施され、参加した2名のSDAE普及員

に対し正のインパクトを与えた。今後は灌漑稲作におけるベトナムとモザンビーク両国の意

見交換や、プロジェクト成果の拡大など、機会としてとらえることも含め、本研修の更なる

有効活用が望まれる。 
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第８章 団長所感 
 

 （1）全体の進捗（改良稲作技術の導入と水利組合の育成） 

チーフアドバイザーら日本人専門家と、技術分野を担当するベトナム人専門家は、コミュ

ニケーションよく活動を遂行している。基本的な施設の復旧作業として、沼地化した導水路

の修復、一次水路・排水路の緊急を要する箇所の修復、水害防止堰の修復などが行われた。

パイロットファームでの各種試験及び農家への圃場準備作業等の研修や、今期（2012/2013年）

から展示ブロック（2つの二次水路沿いの4ブロック、97農家）が設定され、農家圃場での改

良技術の導入・展示及び二次水路以下での参加型水管理が開始された。基本施設の復旧に時

間がかかりプロジェクト活動はやや遅れている。幹線水路や水害防止堰の建設など水利組合

（WUA）による参加型工事は農家（組合員）から高く評価されている。 

他方、自給米の比率が高く（生産量の約7割は自給向け）、また市場へのアクセス条件が悪

く、増収技術の導入に慎重な農家が多いことや、改修が必要な施設が多いこと及びWUAによ

る水路の維持管理状況も悪い地区が多く、配水が行き届かない地区もあることから、技術の

本格的な普及は今期作及び来期（2013/2014年作）に行われる。 

 

 （2）持続性確保のための仕組みづくり 

本プロジェクトでは、灌漑稲作技術のモデルを実証し、WUAによる参加型水管理のノウハ

ウを確立し、それらを普及する体制をつくることであるが、協力期間終了後の持続性を確保

するためには、現場での指導者（普及員とリーダー農家）の育成と、政府機関側の支援を一

層強化することが必要である。 

具体的には、①普及員の展示・普及活動の強化とリーダー農家（水利組合）へのコンサル

テーションの強化、②政府側（DPA、SDAE）による支援体制の強化が必要である。上記①に

関しては、現在は兼務状態である普及員をインタボ灌漑地区での業務に専念させることが望

ましく、その旨を農業省と交わしたミニッツにおいて確認した。普及員と水利組合の信頼関

係を引き続き強化しつつ、2012/2013年作期から着手された展示ブロック（中間レビュー調査

時点では4ブロック中2ブロック57農家の作付けを確認）での改良稲作技術の実践を軌道にの

せ、同展示ブロックで導入中の回転資金制度を技術普及に活用できるかが重要となる。上記

②に関しては、新規ポンプの据え付け及び維持管理や、一次水路関連施設、営農環境の整備

（アクセス道路、水害防止堰等のインフラ）等、本来、行政側が責任を有する施策が適切に

実施されることが必要である。 

この点については、中央政府（農業省）、州政府（DPA）、郡政府（SDAE）の一層の役割と

遂行を求めた。また、政府側は予算・人員ともに脆弱であり灌漑稲作の振興は援助に依存し

ているのが実情であり、世界銀行のProIRRI（約90億円、うちPHRD基金が約15億円）や、近

隣のムンダムンダ灌漑スキームを支援しているオランダ政府援助（窓口はORIO）等の関連事

業との連携も検討するべきである。他の開発投資計画とのリンケージが重要であることはミ

ニッツ（M/M）に明記した。 

 

 （3）ベトナムとの南南協力 

ベトナム側専門家チームは、チーフ・アドバイザーと緊密に協力しつつ精力的に業務を行
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っている。適品種導入試験や各種栽培試験、種子生産などの展示活動は順調に進展している。

農家へ指導・普及するべき技術体系は既に整理・確認されており、今後はいかに農家をやる

気にさせられるかが重要になると思われる。ちなみにベトナム人専門家は普及員や農民との

コミュニケーションを積極的にとるよう努力している様子がうかがえた。 

日本・ベトナムパートナーシップ等を契機に始まった、本プロジェクトでのベトナムとの

協働ではあるが、ベトナム政府（外務省、農業省等）の関与が薄く、ベトナム人専門家の派

遣・ベトナムでの研修受入れ時に事務的な調整に手間がかかっており改善が望ましい。 

 

（4）灌漑ポンプの設置 

取水ポンプ（苗代時期、乾期に使用）を取り換える必要が生じた。プロジェクト開始にあ

たりモザンビーク側が新規ポンプと三相電力の引き込みを用意した経緯があるが、協力開始

後、既設モーターとポンプの回転数が合わないことが判明しポンプを交換せざるをえなくな

ったものである。南アフリカのヨハネスブルクの業者を通じた調達手続きに時間を要し2013

年1月に現場に到着したところであった。 

一方、取り付けの直前になって、設置場所であるポンプ場の床下が川からの漏水により浸

食を受けるという事態に見舞われた。DPA灌漑技師による監督のもと、WUA及びプロジェク

トが協力して応急工事が開始されているが、漏水部分が水面下にあるため本格的な補修工事

は水位が下がってから（6月ころ）行うことになる。設置重量に耐えられるか否かを慎重に検

討したうえで設置の判断をする必要があるが、本格工事の完了後になる可能性もある。 

 

 （5）プロジェクト目標の達成見込み 

農家で適用可能な最低限の改良技術及び推奨品種の選定は既にめどがたち、天候条件が平

年並みであれば来期作でプロジェクト目標である3.75t/haの単収及び390haの灌漑稲作面積は

達成可能である。ただし、作期は2013年作の1回のみ残されており、プロジェクトの進捗によ

っては若干の延長についても検討が必要となることも予想される。その場合最低6カ月の延長

により更に一作を行う必要があるかも知れない。 

 



付 属 資 料 

 

１．Minutes of Meeting（M/M） 

 

２．合同評価レポート（英文） 

  （詳細日程表、改訂版PDM Ver.3案を含む） 
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